
特集積算基準類の改定

1.　はじめに

国土交通省では，2016 年度から調査・測量か
ら設計，施工，検査等のあらゆる建設生産プロセ
スにおいて ICT 等を活用する i-Construction に
取り組んでおり，2025 年度までに建設現場の生
産性を 2割向上させることを目標としています。
i-Construction の取り組みは「ICTの全面的な
活用」，「全体最適の導入」，「施工時期の標準化」
の 3つのトップランナー施策から構成されていま
す。本稿では，トップランナー施策のひとつであ
る「ICT 施工」について，令和 3 年度の基準類
の改定内容を紹介します。

2.　‌�ICT施工に関する基準類の‌
整備状況

国土交通省では ICT 施工の普及拡大に向け
て，平成 28 年度の ICT土工から始まり順次基準
類を拡充しており，令和 3 年度は新たに「ICT
構造物工」と「ICT 路盤工」の 2 工種について
基準類を策定しました（図－ 1）。

⑴　ICT構造物工
橋脚・橋台などの構造物の出来形管理において

は，従来，高所も含めて計測箇所に計測員を配置
し，レベル・巻き尺等を用いて計測を行い出来形
管理を行っていました。
ICT 構造物工では，3 次元計測技術（ドロー
ン，レーザスキャナ等）を用いることにより，計
測箇所に計測員を配置する必要がなく，計測作業
の効率化を図るとともに高所への立ち入り抑制に
よる安全性向上を図ることができます。ICT 構
造物工については令和 3年度に各地方整備局で現
場試行を行い，令和 4 年度から本格導入します
（図－ 2）。

⑵　ICT路盤工
路盤の密度管理においては，従来，路盤の締固
めを施工した後に路盤中の試験孔からサンプルと
なる土を掘り出し，体積及び密度を計測すること
で締固め密度を管理する砂置換法により実施して
おり，計測作業に時間と労力を要していました。
ICT路盤工では，加速度応答法を用いることに
より，施工しながら締固め密度を管理することが
可能となるなど，計測時間の短縮，面的管理によ
る品質向上を図ることができます。ICT路盤工に
ついては令和 3年度に各地方整備局で現場試行を
行い，令和 4年度から本格導入します（図－ 3）。
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図－ 1　i-Constructionに関する工種拡大

前年度工事橋脚
（対象外橋脚）

今年度工事橋脚
（対象橋脚）

図－ 2　ICT構造物工（橋脚・橋台）
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3.　‌�ICT土工に関する実施要領等の‌
見直し

⑴　施工履歴データを用いた出来形管理の実施
ICT 土工については，今まではMC，MG機能
を持った ICT 建設機械により施工を行い，その
後 TS や TLS などの 3 次元計測機器を用いて，
出来形計測を実施していました。今回の改定で
は，ICT 建設機械の刃先データ等の施工履歴デ
ータをそのまま出来形管理に活用できることとし
ました。これにより，出来形計測時間短縮，面的
な出来形確認による施工の手戻りの防止を図るこ
とができます（図－ 4）。

⑵　発注者指定型，施工者希望型Ⅰ型の拡大
ICT 土工の発注方式については，ICT 活用工
事の標準化を見据え，発注者指定型，施工者希望
型Ⅰ型の範囲をそれぞれ拡大します。具体的に
は，発注者指定型の範囲を予定価格 6千万円以上
かつ土工量 10,000 m3 以上，施工者希望型Ⅰ型の

範囲を土工量 5,000 m3 以上の範囲まで拡大しま
す（図－ 5）。

4.　おわりに

建設現場の生産性向上を目指して i-Construction
に取り組み，折り返しの 5 年が経過しました。
ICT 施工は災害時においてはドローンを活用し
て被災状況を効率的に把握したり，被災地で無人
化施工を行い作業員の安全を確保するなど，防
災・減災面でも効果があることが確認されていま
す。また，ICT 土工の実施率も約 8 割となり，
一定の普及は確認されています。
しかしながら，中小建設業においては，ICT
施工を経験した企業はまだまだ少ない状況であ
り，建設現場の生産性向上のためにも，さらなる
普及拡大の取り組みが必要となっています。
引き続き ICT 施工の基準類の拡大，新技術の
導入，講習会の実施などに取り組み，建設現場の
生産性向上に努めてまいりたいと思います。

振動ローラ進行方向

図－ 3　ICT路盤工（加速度応答による密度管理）
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図－ 4　施工履歴データを用いた出来形管理

図－ 5　発注者指定型，施工者希望型Ⅰ型の拡大

18 建設マネジメント技術　　2021 年 4 月号

建マネ2104_03_特集_3_三_cc17.indd   18 2021/04/05   15:17


